
 

日本国とインドとの間の安全保障協力に関する共同宣言 

日本国とインドの両政府（以下「両国」という。）は、 

共有の価値と共通の利益に基づく日印特別戦略的グローバル・パートナー

シップの政治的ビジョンと目標を想起し、 

自由で開かれ、平和で繁栄し、威圧のない、ルールに基づく国際秩序を堅

持するインド太平洋地域にとっての両国の不可欠な役割を強調し、 

近年における両国の二国間安全保障協力の顕著な進展及び戦略的展望と政

策優先事項の進化を考慮し、 

資源基盤と技術的能力における両国の相互補完的な強みを認識し、 

国家安全保障及び持続的な経済的活力の増進のために、実践的な協力を強

化することにコミットし、 

インド太平洋地域及びそれを超えた地域における共通の懸念事項に関する

安全保障問題について、より深い連携を探求することを目指し、 

法の支配に基づく国際秩序を堅持することにコミットし、 

新たなパートナーシップの段階を反映する安全保障協力に関するこの共同

宣言を採択し、以下の点について一致した。 

 

１. 以下を含む分野において、防衛当局間の相互運用性および相乗効果を促

進することにより、互いの防衛能力および即応態勢の向上に寄与するよう努

める。 

(１)幅広い分野における、両国部隊間の複雑さと洗練性を増した幅広い分野

における二国間共同訓練の実施及び互いの主催する多国間共同訓練への相互

参加 



(２)統合幕僚監部と統合国防参謀本部との間における包括的な対話のための

新たな協議体を設置することの探求 

(３)インド太平洋における人道支援・災害救援活動に備えた全軍種間の演習

の探求 

(４)特殊作戦部隊間の協力 

(５)後方支援を共有・支援することを目的とした、日本国の自衛隊とインド

軍隊との間における物品又は役務の相互の提供に関する日・インド間の協定

の活用の強化 

(６)テロ対策、平和維持活動、サイバー防衛など、双方の優先事項の専門分

野における協力機会の探求 

(７)新たな安全保障上のリスクに関する評価を含む情報の共有 

(８)防衛装備品の修理・整備のための相互の施設の利用促進 

(９)化学・生物・放射性物質の脅威から部隊と国民を守るための検知、除

染、医療対策、防護装備及び対応戦略に焦点を当てた協力機会の探求 

 

２. インド太平洋地域における平和な海洋環境のため、以下の取組などを通

じて、双方が共有する海洋安全保障上の目標を進展させ、海上自衛隊及び海

軍間並びに海上保安庁及び沿岸警備隊間の協力を促進する。 

(１)インド軍、自衛隊及び両国の海上保安庁/沿岸警備隊に所属する艦艇に

よるより頻繁な訪問と寄港 

(２)インド洋地域情報融合センター（ＩＦＣ－ＩＯＲ）及び海洋状況把握の

ためのインド太平洋パートナーシップ（ＩＰＭＤＡ）を通じた、共通海洋状

況図の構築に向けた状況把握並びに二国間及び地域的協力の強化 



(３)二国間並びにアジア海賊対策地域協力協定（ＲｅＣＡＡＰ）を含む地域

のイニシアティブ及びプラットフォームを通じた、海賊・海上武装強盗、そ

の他の海上における国境を越える犯罪に対する法執行協力の強化 

(４)知見の共有及び能力構築を通じた、インド太平洋地域の災害リスクの軽

減と備えのための（災害に強靱なインフラに関するコアリション（ＣＤＲ

Ｉ）及びアジア防災センターを含む）二国間及び多国間の協力 

(５)インド太平洋地域及びそれを超えた地域における第三国に対する、海洋

安全保障及び海上法執行に関するそれぞれの支援における連携 

 

３．国家安全保障に不可欠な分野の強じん化のため、以下の方法などによっ

て、政府機関と民間のステークホルダー間の技術・産業連携を促進、推進す

る。 

(１)両国の現在及び将来の安全保障上のニーズに対応する装備・技術の共同

開発・共同生産に向けた防衛装備・技術協力メカニズムの下での相互に有益

かつ活用可能な協力の機会の模索 

(２)現在及び将来の安全保障上のニーズに対応する特定の能力、スタートア

ップ企業及び中小零細企業に焦点を当てた、防衛・安全保障分野における定

期的な産業交流 

(３)双方の運用上のアプローチを効果的に支援する新たな分野における技術

の共有 

(４)先端技術・機器及びサプライチェーンの連携における協力を促進・推進

するための、それぞれの輸出管理政策及び慣行に関する相互理解 



(５)戦略的分野における脆弱性の低減、経済的威圧、非市場的政策及び慣行、

それらに起因する過剰生産への対応及びサプライチェーン強靱化を含む、経

済安全保障に関する重要課題における協力 

(６)様々な脅威に対する備え及び抗たん性を強化するための、軍事医学及び

健康安全保障分野における協力の機会の探求 

(７)日本の防衛装備庁（ＡＴＬＡ）とインドの国防研究開発機構（ＤＲＤＯ）

との間の防衛研究開発協力の強化 

(８)探査、加工及び精製に関する情報交換や技術を含む、重要鉱物分野にお

ける協力 

 

４. 主要な伝統的及び非伝統的な脅威に対する安全保障協力を現代化し、新

しく、重要な新興技術がもたらす課題と機会に対応するため、以下の方法な

どにより、更なる機会を見出す。 

(１)情報及び経験の共有を通じた、デジタル分野、無人システム及び最新の

情報通信技術の利用を含む、テロ、過激主義及び国際組織犯罪への対抗 

(２)AI、ロボット工学、量子、半導体、自律技術、次世代ネットワーク、バ

イオ・テクノロジー及びサイバーセキュリティなどの技術の進歩に合わせ、

安全と完全性を確保した共同研究開発及び産学連携の促進 

(３)情報共有を通じた、重要情報インフラの強じん性を含む双方のサイバー

レジリエンスの構築 

(４)国家安全保障、衛星航法、地球観測及び宇宙分野における相互に取り決

めたその他の分野における双方の宇宙システムの利用の拡大 

(５)スペースデブリの追跡、監視及び管理を含む宇宙状況把握に関する協力

のための協議の実施 



 

５. 以下の方法などにより、地域の及びグローバルな共通の安全保障目標を

推進し、関連する多国間及び複数国間の枠組みにおける政策及び立場を調整

する。 

(１)ＡＳＥＡＮ中心性・一体性、ASEAN 主導の枠組み及びインド太平洋に関

するＡＳＥＡＮアウトルック（ＡＯＩＰ）への支持並びに地域における互い

の戦略的優先事項である自由で開かれたインド太平洋（ＦＯＩＰ）及びイン

ド太平洋海洋イニシアティブ（ＩＰＯＩ）への貢献 

(２)インド太平洋地域における、国家主権や領土一体性を尊重する、信頼で

き持続可能かつ強じんな質の高いインフラ投資の促進 

(３)力又は威圧により現状変更を試みる不安定化をもたらす又は一方的なあ

らゆる行動への反対並びに国連海洋法条約（ＵＮＣＬＯＳ）に反映されてい

る国際法に整合的な形での紛争の平和的解決、航行及び上空飛行の自由並び

にその他の適法な海洋の利用の支持 

(４)日米豪印内の協力の深化及びインド太平洋地域の平和と発展のための日

米豪印の積極的かつ実践的なアジェンダの推進 

(５)常任及び非常任理事国カテゴリー双方の拡大を含む国連安全保障理事会

（ＵＮＳＣ）の改革の推進及び拡大された UNSC の常任理事国としての相互

の立候補の支持 

(６)国境を越えたテロを含むあらゆる形態及び主張によるテロの非難、テロ

活動に対する物質的及び財政的支援の即時停止に向けた協力、多国間フォー

ラムにおけるテロ対策の協力及び国連包括テロ条約の採択に向けた努力 

(７)核兵器の全面的な廃絶、核拡散及び核テロリズムの終結並びにシャノン

・マンデートに基づいた、非差別的な、多国間の、国際的かつ実効的な検証



が可能な核兵器用核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）に関する軍縮会議

における交渉の即時開始と早期合意に対する共通のコミットメントを再確認 

(８)国際的な不拡散の取組を強化することを目指し、インドが原子力供給グ

ループのメンバーになるための協力の継続 

 

６.両国の外務・防衛大臣による日印外務・防衛閣僚会合（「２＋２」）及び

以下のような様々な政府間の安全保障対話を通じて、既存の二国間協議・交

流の枠組みを補完・強化する。 

(１)日本とインドが直面する安全保障情勢を包括的に把握するための、両国

の国家安全保障局長/国家安全保障担当補佐官による年次対話 

(２)日本とインドの外務次官による、相互の経済安全保障の強化及び戦略的

な産業・技術に係る協力を推進するための戦略的貿易及び技術を含む日印経

済安全保障対話 

(３)自衛隊とインド軍との間の共同・軍種横断的協力を目的としたハイレベ

ルでの対話 

(４)海上保安庁とインド沿岸警備隊の協力に関する覚書に基づく、両国の海

上保安庁長官と沿岸警備隊司令官のレベルでの会合 

(５)ビジネス連携の可能性を特定するための、日印防衛産業フォーラムの活

性化 

(６)安全保障上の課題に対する理解を促進し、新たな協力のアイデアを引き

出すための日印のシンクタンクによるトラック １．５対話 


